
受　験
番　号

申請者名（法人名）

受験者の氏名

　
　　

Ⅰ．

（　　　）

（　　　）

（　　　）

一般貨物自動車運送事業の経営許可申請等に係る法令試験問題

　次の問題の文章で正しいものに○を、誤っているものに×を（　）内に記入
しなさい。

問題１

令和４年５月

 （注意事項）
　　１．設問の文中において、法令等抜粋している設問の中には文言を一部省略し
　　　　ているものもあります。
　　２．各設問の語句の定義については、各法令の定めによります。

【貨物自動車運送事業法】（荷主への勧告）
　国土交通大臣は、貨物自動車運送事業者が貨物自動車運送事業法第十七条第
一項から第四項までの規定に違反したことにより第二十三条の規定による命令
をする場合又は事業者が第三十三条第一号に該当したことにより第三十三条の
規定による処分をする場合において、当該命令又は処分に係る違反行為が荷主
の指示に基づき行われたことが明らかであるときその他当該違反行為が主とし
て荷主の行為に起因するものであると認められ、かつ、当該事業者に対する命
令又は処分のみによっては当該違反行為の再発を防止することが困難であると
認められるときは、当該荷主に対しても、当該違反行為の再発の防止を図るた
め適当な措置を執るべきことを勧告することができる。

問題２

【貨物自動車運送事業報告規則】（運賃及び料金の届出）
　一般貨物自動車運送事業者は、運賃及び料金を定め又は変更したときは、運
賃及び料金の設定又は変更後六十日以内に、運賃料金設定（変更）届出書を、
地方運輸局長に提出しなければならない。

問題３

【下請代金支払遅延等防止法】（報告及び検査）
　中小企業庁長官は、下請事業者の利益を保護するため特に必要があると認め
るときは、親事業者若しくは下請事業者に対しその取引に関する報告をさせ、
又はその職員に親事業者若しくは下請事業者の事務所若しくは事業所に立ち入
り、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。
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（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

問題７

問題８

【私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律】
　この法律において「私的独占」とは、事業者が、単独に、又は他の事業者と
結合し、若しくは通謀し、その他いかなる方法をもつてするかを問わず、他の
事業者の事業活動を排除し、又は支配することにより、公共の利益に反して、
一定の取引分野における競争を実質的に制限することをいう。

問題９

【労働基準法】（賠償予定の禁止）
　使用者は、労働契約の不履行について違約金を定め、又は損害賠償額を予定
する契約をしてはならない。

【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（運行管理者等の選任）
　一般貨物自動車運送事業者等は、事業用自動車（被けん引自動車を除く。）
の運行を管理する営業所ごとに、当該営業所が運行を管理する事業用自動車の
数を３０で除して得た数（その数に１未満の端数があるときは、これを切り捨
てるものとする。）に１を加算して得た数以上の運行管理者を選任しなけらば
ならない。ただし、５両未満の事業用自動車の運行を管理する営業所であっ
て、地方運輸局長が認めるものについては、この限りではない。

問題４

【道路交通法】（交通事故の場合の措置）
　交通事故があつたときは、当該交通事故に係る車両等の運転者その他の乗務
員は、直ちに車両等の運転を停止して、負傷者を救護し、道路における危険を
防止する等必要な措置を講じなければならない。

問題５

【道路運送車両法】（自動車登録番号標の表示の義務）
　自動車は、第十一条第一項（同条第二項及び第十四条第二項において準用す
る場合を含む。）の規定により国土交通大臣又は第二十五条の自動車登録番号
標交付代行者から交付を受けた自動車登録番号標を国土交通省令で定める位置
に、かつ、被覆しないことその他当該自動車登録番号標に記載された自動車登
録番号の識別に支障が生じないものとして国土交通省令で定める方法により表
示しなければ、運行の用に供してはならない。

問題６

【貨物自動車運送事業法】（輸送の安全）
　一般貨物自動車運送事業者は、事業用自動車の最大積載量を超える積載をす
ることとなる運送（以下「過積載による運送」という。）の引受け、過積載に
よる運送を前提とする事業用自動車の運行計画の作成及び事業用自動車の運転
者その他の従業員に対する過積載による運送の指示をしてはならない。
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（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

問題１４

【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（輸送の安全）
　貨物自動車運送事業者は、経営の責任者の責務を定めることその他の国土交
通省大臣が告示で定める措置を講ずることにより、絶えず輸送の安全性の向上
及び荷主の利便の向上に努めなければならない。

問題１５

【労働基準法】（解雇の予告）
　使用者は、労働者を解雇しようとする場合においては、少なくとも三十日前
にその予告をしなければならない。三十日前に予告をしない使用者は、三十日
分以上の平均賃金を支払わなければならない。但し、天災事変その他やむを得
ない事由のために事業の継続が不可能となった場合又は労働者の責に帰すべき
事由に基づいて解雇する場合においては、この限りではない。

【労働安全衛生法】（安全衛生教育）
　事業者は、労働者を雇い入れたときは、当該労働者に対し、厚生労働省令で
定めるところにより、その従事する業務に関する安全又は衛生のための教育を
行わなければならない。

問題１０

【道路運送法】（定義）
　この法律で「自動車運送事業」とは、旅客自動車運送事業、貨物自動車運送
事業及び貨物利用運送事業をいう。

問題１１

【道路運送車両法】（定期点検整備）
　自動車運送事業の用に供する自動車の使用者は、３月の期間ごとに国土交通
省令で定める技術上の基準により自動車を点検しなければならない。

問題１２

【道路交通法】（使用者に対する通知）
　車両等の運転者がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定又はこの法
律の規定に基づく処分に違反した場合において、当該違反が当該違反に係る車
両等の使用者の業務に関してなされたものであると認めるときは、公安委員会
は、内閣府令で定めるところにより、当該車両等の使用者が道路運送法の規定
による自動車運送事業者、貨物利用運送事業法の規定による第二種貨物利用運
送事業を経営する者又は軌道法の規定による軌道の事業者であるときは当該事
業者及び当該事業を監督する行政庁に対し、当該車両等の使用者がこれらの事
業者以外の者であるときは当該車両等の運転者に対し、当該違反の内容を通知
するものとする。

問題１３
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（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

問題２０

【道路運送法】（自動車に関する表示）
　事業用の貨物自動車を使用する者は、その自動車の外側に、荷主の氏名、名
称又は記号その他国土交通省令で定める事項を見やすいように表示しなければ
ならない。

問題２１

【貨物自動車運送事業法】
　国土交通大臣は、貨物自動車運送事業法の規定により事業用自動車の使用の
停止又は事業の停止を命じたときは、当該事業用自動車の道路運送車両法によ
る自動車検査証を国土交通大臣に返納し、又は当該事業用自動車の同法による
自動車登録番号標及びその封印を取り外した上、その自動車登録番号標につい
て国土交通大臣の領置を受けるべきことを命ずることができる。

【労働安全衛生法】（事業者の講ずべき措置等）
　事業者は、労働者を就業させる建設物その他の作業場について、通路、床
面、階段等の保全並びに換気、採光、照明、保温、防湿、休養、避難及び清潔
に必要な措置その他輸送の安全を確保するために必要な措置を講じなければな
らない。

問題１６

【貨物自動車運送事業法】（運行管理者）
　一般貨物自動車運送事業者は、事業用自動車の運行の安全の確保に関する業
務を行わせるため、国土交通省令で定めるところにより、国土交通大臣が認定
する講習を修了した者のうちから、運行管理者を選任しなければならない。ま
た、当該規定により運行管理者を選任したときは、遅滞なく、その旨を国土交
通大臣に届け出なければならない。これを解任したときも、同様とする。

問題１７

【自動車運転者の労働時間等の改善のための基準】（貨物自動車運送事業に従
事する自動車運転者の拘束時間等）
　使用者は、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の休息期間について
は、当該自動車の運転時間より長くなるように努めるものとする。

問題１８

【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（過積載の防止）
　貨物自動車運送事業者は、過積載による運送の防止について、運転者その他
の従業員に対する適切な指導及び監督を怠ってはならない。

問題１９
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（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

【自動車事故報告規則】（速報）
　事業者等は、その使用する自動車について、五人以上の重傷者を生じた事故
があったときは、電話、ファクシミリ装置その他適当な方法により、二十四時
間以内においてできる限り速やかに、その事故の概要を運輸支局長等に速報し
なければならない。

問題２２

【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（運行管理規程）
　一般貨物自動車運送事業者等は、運行管理者の職務及び権限、統括運行管理
者を選任しなければならない営業所にあってはその職務及び権限並びに事業用
自動車の運行の安全の確保に関する業務の処理基準に関する規程を定めなけれ
ばならない。

問題２３

【道路運送車両法】（自動車検査証の有効期間）
　車両総重量８トンを超える貨物事業用自動車の自動車検査証の有効期間は２
年である。

問題２４

【道路交通法】（目的）
　この法律は、貨物自動車運送事業の運営を適正かつ合理的なものとするとと
もに、道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図り、及び道路
の交通に起因する障害の防止に資することを目的とする。

問題２５
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Ⅱ．　次の問題の文書の指示に従って設問に答えなさい。

（　　　）

（　　　）

（　　　）

問題２６

【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（乗務員）
　貨物自動車運送事業者の乗務員は、事業用自動車の乗務について法令で定められ
ている事項を遵守しなけれなならないこととなっている。遵守しなければならない事項に
ついて正しいものを次の①から③より選び、（　）内にその番号を記入しなさい。
　　①　事業用自動車の運行の安全の確保に関する業務に三年以上従事してい
　　　ること
　　②　事業用自動車を運転するための免許を有していること
　　③　事業用自動車の故障等により踏切内で運行不能となったときは、速やか
　　　に列車に対し適切な防護措置をとること

問題２７

【貨物自動車運送事業法施行規則】（事業計画の変更の届出）
　貨物自動車運送事業法第九条第三項の国土交通省令で定める軽微な事項に関
する事業計画の変更として誤っているものを、次の①から③より１つ選び、（
）内にその番号を記入しなさい。

　　　①　営業所又は荷扱所の名称の変更
　　　②　貨物自動車利用運送を行うかどうかの別
　　　③　主たる事務所の名称及び位置の変更

問題２８

【貨物自動車運送事業法】（安全管理規程等）

　輸送の安全を確保するために一般貨物自動車運送事業者が安全管理規程に定
める遵守すべき事項として正しい事項を、次の①から③より１つ選び、（ ）内
にその番号を記入しなさい。

　①　運賃及び料金の収受に関する事項
　②　運行管理者の選任に関する事項
　③　輸送の安全を確保するための事業の運営の方針に関する事項
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（　　　）

（　　　）

問題２９

【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（運転者台帳）
　一般貨物自動車運送事業者等は、運転者ごとに、貨物自動車運送事業輸送安全規
則の規定に掲げる事項を記載した一定の様式の運転者台帳を作成し、これを当該運転
者の属する営業所に備えて置かなければならないこととされているが、運転者台帳に
記載しなければならない事項について、定めがあるものを次の①から③より１つ選び、（
）内にその番号を記載しなさい。

　　　①　乗務する事業用自動車の自動車登録番号その他の当該事業用自動車
　　　　を識別できる表示
　　　②　当該運転者が運行管理者資格者証の交付を受けている場合、資格者証
　　　　の番号及び交付年月日
　　　③　事故を引き起こした場合又は道路交通法第百八条の三十四の規定に
　　　　よる通知を受けた場合は、その概要

問題３０

【貨物自動車運送事業報告規則】（事業報告書及び事業実績報告書）
　貨物自動車運送事業者（貨物軽自動車運送事業者を除く。）は、貨物自動車運送
事業報告規則に事業報告書及事業実績報告書を決められた時期に提出しなければな
らないとあるが、一般貨物自動車運送事業者が提出する当該報告書の報告期間及び
提出時期を次の①から③より１つ選び、（　）内にその番号を記入しなさい。

・事業報告書は、（　Ａ　）に係るものを（　Ｂ　）に（　Ｃ　）へ提出する。
・事業実績報告書は、（　Ｄ　）に係るものを（　Ｅ　）に（　Ｃ　）へ提出す
る。

　①　Ａ：毎事業年度　Ｂ：毎事業年度の経過後100日以内　Ｃ：所轄地方運輸局長
　　　Ｄ：毎年4月1日から3月31日までの期間　Ｅ：毎年7月10日まで
　②　Ａ：毎年4月1日から3月31日までの期間　Ｂ：毎年7月10日まで
　  　Ｃ：所轄地方運輸局長　Ｄ：毎事業年度　Ｅ：毎事業年度の経過後100日以内
　③　Ａ：毎事業年度　Ｂ：毎事業年度の経過後100日以内　Ｃ：国土交通大臣
 　 　Ｄ：毎年4月1日から3月31日までの期間　Ｅ：毎事業年度の経過後100日以内
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受　験
番　号

申請者名（法人名）

受験者の氏名

　

　　

Ⅰ．

【貨物自動車運送事業法】 （ ◯ ）

第６４条

【貨物自動車運送事業報告規則】 （ × ）

第２条の２ 誤：六十日

【下請代金支払遅延等防止法】 （ ◯ ）

第９条第２項

【下請代金支払遅延等防止法】（報告及び検査）
　中小企業庁長官は、下請事業者の利益を保護するため特に必要があると認め
るときは、親事業者若しくは下請事業者に対しその取引に関する報告をさせ、
又はその職員に親事業者若しくは下請事業者の事務所若しくは事業所に立ち入
り、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。

問題１

【貨物自動車運送事業法】（荷主への勧告）
　国土交通大臣は、貨物自動車運送事業者が貨物自動車運送事業法第十七条第
一項から第四項までの規定に違反したことにより第二十三条の規定による命令
をする場合又は事業者が第三十三条第一号に該当したことにより第三十三条の
規定による処分をする場合において、当該命令又は処分に係る違反行為が荷主
の指示に基づき行われたことが明らかであるときその他当該違反行為が主とし
て荷主の行為に起因するものであると認められ、かつ、当該事業者に対する命
令又は処分のみによっては当該違反行為の再発を防止することが困難であると
認められるときは、当該荷主に対しても、当該違反行為の再発の防止を図るた
め適当な措置を執るべきことを勧告することができる。

問題２

【貨物自動車運送事業報告規則】（運賃及び料金の届出）
　一般貨物自動車運送事業者は、運賃及び料金を定め又は変更したときは、運
賃及び料金の設定又は変更後六十日以内に、運賃料金設定（変更）届出書を、
地方運輸局長に提出しなければならない。

問題３

　次の問題の文章で正しいものに○を、誤っているものに×を（　）内に記入
しなさい。

試験日：令和４年５月

一般貨物自動車運送事業の経営許可申請等に係る法令試験問題

 （注意事項）
　　１．設問の文中において、法令等抜粋している設問の中には文言を一部省略
　　　　しているものもあります。
　　２．各設問の語句の定義については、各法令の定めによります。
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【道路交通法】 （ ◯ ）

第７２条

【道路運送車両法】 （ ◯ ）

第１９条

【貨物自動車運送事業法】 （ ◯ ）

第１７条第３項

【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 （ ◯ ）

第１８条第１項

【私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律】 （ ◯ ）

第２条第５項

【労働基準法】 （ ◯ ）

第１６条

問題９

【労働基準法】（賠償予定の禁止）
　使用者は、労働契約の不履行について違約金を定め、又は損害賠償額を予定
する契約をしてはならない。

【私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律】
　この法律において「私的独占」とは、事業者が、単独に、又は他の事業者と
結合し、若しくは通謀し、その他いかなる方法をもつてするかを問わず、他の
事業者の事業活動を排除し、又は支配することにより、公共の利益に反して、
一定の取引分野における競争を実質的に制限することをいう。

問題４

【道路交通法】（交通事故の場合の措置）
　交通事故があつたときは、当該交通事故に係る車両等の運転者その他の乗務
員は、直ちに車両等の運転を停止して、負傷者を救護し、道路における危険を
防止する等必要な措置を講じなければならない。

問題５

【道路運送車両法】（自動車登録番号標の表示の義務）
　自動車は、第十一条第一項（同条第二項及び第十四条第二項において準用す
る場合を含む。）の規定により国土交通大臣又は第二十五条の自動車登録番号
標交付代行者から交付を受けた自動車登録番号標を国土交通省令で定める位置
に、かつ、被覆しないことその他当該自動車登録番号標に記載された自動車登
録番号の識別に支障が生じないものとして国土交通省令で定める方法により表
示しなければ、運行の用に供してはならない。

問題６

【貨物自動車運送事業法】（輸送の安全）
　一般貨物自動車運送事業者は、事業用自動車の最大積載量を超える積載をす
ることとなる運送（以下「過積載による運送」という。）の引受け、過積載に
よる運送を前提とする事業用自動車の運行計画の作成及び事業用自動車の運転
者その他の従業員に対する過積載による運送の指示をしてはならない。

問題７

【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（運行管理者等の選任）
　一般貨物自動車運送事業者等は、事業用自動車（被けん引自動車を除く。）
の運行を管理する営業所ごとに、当該営業所が運行を管理する事業用自動車の
数を３０で除して得た数（その数に１未満の端数があるときは、これを切り捨
てるものとする。）に１を加算して得た数以上の運行管理者を選任しなけらば
ならない。ただし、５両未満の事業用自動車の運行を管理する営業所であっ
て、地方運輸局長が認めるものについては、この限りではない。

問題８
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【道路運送法】 （ × ）

第２条第２項 誤：貨物利用運送事業

【道路運送車両法】 （ ◯ ）

第４８条

【道路交通法】 （ × ）

第１０８条の３４  誤：当該車両等の運転者

【労働安全衛生法】 （ ◯ ）

第５９条第１項

【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 （ × ）

第２条の２ 誤：及び荷主の利便の向上

【労働基準法】 （ ○ ）

第２０条

問題１４

【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（輸送の安全）
　貨物自動車運送事業者は、経営の責任者の責務を定めることその他の国土交
通省大臣が告示で定める措置を講ずることにより、絶えず輸送の安全性の向上
及び荷主の利便の向上に努めなければならない。

問題１５

【労働基準法】（解雇の予告）
　使用者は、労働者を解雇しようとする場合においては、少なくとも三十日前
にその予告をしなければならない。三十日前に予告をしない使用者は、三十日
分以上の平均賃金を支払わなければならない。但し、天災事変その他やむを得
ない事由のために事業の継続が不可能となった場合又は労働者の責に帰すべき
事由に基づいて解雇する場合においては、この限りではない。

【道路運送車両法】（定期点検整備）
　自動車運送事業の用に供する自動車の使用者は、３月の期間ごとに国土交通
省令で定める技術上の基準により自動車を点検しなければならない。

問題１２

【道路交通法】（使用者に対する通知）
　車両等の運転者がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定又はこの法
律の規定に基づく処分に違反した場合において、当該違反が当該違反に係る車
両等の使用者の業務に関してなされたものであると認めるときは、公安委員会
は、内閣府令で定めるところにより、当該車両等の使用者が道路運送法の規定
による自動車運送事業者、貨物利用運送事業法の規定による第二種貨物利用運
送事業を経営する者又は軌道法の規定による軌道の事業者であるときは当該事
業者及び当該事業を監督する行政庁に対し、当該車両等の使用者がこれらの事
業者以外の者であるときは当該車両等の運転者に対し、当該違反の内容を通知
するものとする。

問題１３

【労働安全衛生法】（安全衛生教育）
　事業者は、労働者を雇い入れたときは、当該労働者に対し、厚生労働省令で
定めるところにより、その従事する業務に関する安全又は衛生のための教育を
行わなければならない。

問題１０

【道路運送法】（定義）
　この法律で「自動車運送事業」とは、旅客自動車運送事業、貨物自動車運送
事業及び貨物利用運送事業をいう。

問題１１
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【貨物自動車運送事業法】 （ × ）

誤：国土交通大臣が認定する講習を修了した者

【自動車運転者の労働時間等の改善のための基準】 （ × ）

第４条第２項 誤：運転時間より長く

【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 （ ○ ）

第４条

【労働安全衛生法】 （ × ）

第２３条 誤：輸送の安全を確保するために

【道路運送法】 （ × ）

第９５条 誤：荷主

【貨物自動車運送事業法】 （ ○ ）

第３４条

問題１６

【貨物自動車運送事業法】（運行管理者）
　一般貨物自動車運送事業者は、事業用自動車の運行の安全の確保に関する業
務を行わせるため、国土交通省令で定めるところにより、国土交通大臣が認定
する講習を修了した者のうちから、運行管理者を選任しなければならない。ま
た、当該規定により運行管理者を選任したときは、遅滞なく、その旨を国土交
通大臣に届け出なければならない。これを解任したときも、同様とする。

【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（過積載の防止）
　貨物自動車運送事業者は、過積載による運送の防止について、運転者その他
の従業員に対する適切な指導及び監督を怠ってはならない。

問題１９

【労働安全衛生法】（事業者の講ずべき措置等）
　事業者は、労働者を就業させる建設物その他の作業場について、通路、床
面、階段等の保全並びに換気、採光、照明、保温、防湿、休養、避難及び清潔
に必要な措置その他輸送の安全を確保するために必要な措置を講じなければな
らない。

問題２０

【貨物自動車運送事業法】
　国土交通大臣は、貨物自動車運送事業法の規定により事業用自動車の使用の
停止又は事業の停止を命じたときは、当該事業用自動車の道路運送車両法によ
る自動車検査証を国土交通大臣に返納し、又は当該事業用自動車の同法による
自動車登録番号標及びその封印を取り外した上、その自動車登録番号標につい
て国土交通大臣の領置を受けるべきことを命ずることができる。

第１８条第１、３項

問題１７

【自動車運転者の労働時間等の改善のための基準】（貨物自動車運送事業に従
事する自動車運転者の拘束時間等）
　使用者は、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の休息期間について
は、当該自動車の運転時間より長くなるように努めるものとする。

問題１８

【道路運送法】（自動車に関する表示）
　事業用の貨物自動車を使用する者は、その自動車の外側に、荷主の氏名、名
称又は記号その他国土交通省令で定める事項を見やすいように表示しなければ
ならない。

問題２１
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【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 （ ○ ）

第２１条

【道路運送車両法】 （ × ）

第６１条第１項、第２項 誤：２年

【道路交通法】 （ × ）

第１条

【自動車事故報告規則】 （ ◯ ）

第４条

誤：貨物自動車運送事業の運営を適正かつ合理的なものとするとともに、

問題２５

【自動車事故報告規則】（速報）
　事業者等は、その使用する自動車について、五人以上の重傷者を生じた事故
があったときは、電話、ファクシミリ装置その他適当な方法により、二十四時
間以内においてできる限り速やかに、その事故の概要を運輸支局長等に速報し
なければならない。

【道路運送車両法】（自動車検査証の有効期間）
　車両総重量８トンを超える貨物事業用自動車の自動車検査証の有効期間は２
年である。

問題２３

問題２４

【道路交通法】（目的）
　この法律は、貨物自動車運送事業の運営を適正かつ合理的なものとするとと
もに、道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図り、及び道路
の交通に起因する障害の防止に資することを目的とする。

問題２２

【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（運行管理規程）
　一般貨物自動車運送事業者等は、運行管理者の職務及び権限、統括運行管理
者を選任しなければならない営業所にあってはその職務及び権限並びに事業用
自動車の運行の安全の確保に関する業務の処理基準に関する規程を定めなけれ
ばならない。
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Ⅱ．　次の問題の文書の指示に従って設問に答えなさい。

【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 （ ③ ）

第１６条

【貨物自動車運送事業法施行規則】 （ ② ）

第７条

【貨物自動車運送事業法】 （ ③ ）

第１６条第２項

【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（乗務員）
　貨物自動車運送事業者の乗務員は、事業用自動車の乗務について法令で定められ
ている事項を遵守しなけれなならないこととなっている。遵守しなければならない
事項について正しいものを次の①から③より選び、（　）内にその番号を記入しな
さい。
　　①　事業用自動車の運行の安全の確保に関する業務に三年以上従事してい
　　　ること
　　②　事業用自動車を運転するための免許を有していること
　　③　事業用自動車の故障等により踏切内で運行不能となったときは、速やか
　　　に列車に対し適切な防護措置をとること

問題２７

【貨物自動車運送事業法施行規則】（事業計画の変更の届出）
　貨物自動車運送事業法第九条第三項の国土交通省令で定める軽微な事項に関
する事業計画の変更として誤っているものを、次の①から③より１つ選び、（
）内にその番号を記入しなさい。

　　　①　営業所又は荷扱所の名称の変更
　　　②　貨物自動車利用運送を行うかどうかの別
　　　③　主たる事務所の名称及び位置の変更

問題２８

【貨物自動車運送事業法】（安全管理規程等）

　輸送の安全を確保するために一般貨物自動車運送事業者が安全管理規程に定める
遵守すべき事項として正しい事項を、次の①から③より１つ選び、（ ）内にその
番号を記入しなさい。

　①　運賃及び料金の収受に関する事項
　②　運行管理者の選任に関する事項
　③　輸送の安全を確保するための事業の運営の方針に関する事項

問題２６
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【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 （ ③ ）

第９条の５

【貨物自動車運送事業報告規則】 （ ① ）

第２条

【貨物自動車運送事業報告規則】（事業報告書及び事業実績報告書）
　貨物自動車運送事業者（貨物軽自動車運送事業者を除く。）は、貨物自動車
運送事業報告規則に事業報告書及事業実績報告書を決められた時期に提出しな
ければならないとあるが、一般貨物自動車運送事業者が提出する当該報告書の
報告期間及び提出時期を次の①から③より１つ選び、（　）内にその番号を記
入しなさい。

・事業報告書は、（　Ａ　）に係るものを（　Ｂ　）に（　Ｃ　）へ提出す
る。
・事業実績報告書は、（　Ｄ　）に係るものを（　Ｅ　）に（　Ｃ　）へ提出
する。

　①　Ａ：毎事業年度　Ｂ：毎事業年度の経過後100日以内　Ｃ：所轄地方運輸
局長
　　　Ｄ：毎年4月1日から3月31日までの期間　Ｅ：毎年7月10日まで
　②　Ａ：毎年4月1日から3月31日までの期間　Ｂ：毎年7月10日まで
　  　Ｃ：所轄地方運輸局長　Ｄ：毎事業年度　Ｅ：毎事業年度の経過後100日
以内

問題２９

【貨物自動車運送事業輸送安全規則】（運転者台帳）
　一般貨物自動車運送事業者等は、運転者ごとに、貨物自動車運送事業輸送安
全規則の規定に掲げる事項を記載した一定の様式の運転者台帳を作成し、これ
を当該運転者の属する営業所に備えて置かなければならないこととされている
が、運転者台帳に記載しなければならない事項について、定めがあるものを次
の①から③より１つ選び、（ ）内にその番号を記載しなさい。

　　　①　乗務する事業用自動車の自動車登録番号その他の当該事業用自動車
　　　　を識別できる表示
　　　②　当該運転者が運行管理者資格者証の交付を受けている場合、資格者
証
　　　　の番号及び交付年月日
　　　③　事故を引き起こした場合又は道路交通法第百八条の三十四の規定に
　　　　よる通知を受けた場合は、その概要

問題３０
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貨物自動車運送事業法令試験実施結果

関東運輸局

受験者数 合格者数

令和４年５月 73 55


